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序章 
第 1 節 課題設定 
1997 年、トヨタ自動車（以下トヨタと略記）は世界初の量産型ハイブリッド車「プリウス」
を発売した。それ以降、日米欧でハイブリッド車（以下 HV と表記）は大きな成功を収めて
















HV に加えて、電気自動車（以下 EV と表記）の開発、実用化も進められている。EV では、
HV の開発プロセスで獲得した電池やモーターなどの自動車メーカーにとっての異質な技術
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おいて整理する。これが本稿の第一の課題である。 
本稿はトヨタを主要な検討対象とする。それは、トヨタ自身が HV 開発・生産の成功モデ
ルをつくりだしている（第 1 章で検討）とともに、EV においては世界の自動車産業におけ
る開発パターンの多様性（第 2 章で検討）をふまえて、あえて従来の成功パターンとは異な























                                                   
1 シュンペーター（1977）50 ページ。ただし、シュンペーターのいうイノベーションは、技
術開発だけに留まらない多義的なものとして定義されている。 






























                                                   
2 クリステンセン(2001) 9 ページ。さらにクリステンセンは、同書において、EV が破壊的イ
ノベーションとなる可能性をもつことを 1997 年の時点で指摘し、それに対して自動車メー
カーが取るべき対応を論じている。 
3 柴田・児玉（2004）1-23 ページ。 
































































                                                   
4 沼上（1999）は「融合」の用語を使用しているが、本稿では、自動車メーカーが中心とな
って異質な技術をまとめているという意味で、「統合」という用語を使用する。 
5 沼上（1999）295-296 ページ。 
6 同上書、298 ページ。セイコーエプソンの技術者が、理屈では割り切れない試行錯誤の技
術開発をさして表現している言葉。 























本稿の第 1 章では、HV の開発において日本型サプライヤーシステムが大きな役割を果た





                                                   
7 藤本・西口・伊藤編（1997）67 ページ。 
8 ただし、西口（2000）では、サプライヤーシステムの用語は使用していない。 






























                                                   
9 藤本（2006）4-5 ページ。 






























                                                   
10 藤本（2012）160 ページ。 






同様な開発プロセスによって EV を開発、市場展開しているというものである。 
本稿の第 2 章では、このような EV および HV における製品アーキテクチャの議論に加え
































































































トヨタにおける、EV モデル「eQ」の開発方式は、自社の HV 開発、および日産や三
菱自動車（以下三菱）の EV 開発にみられるものと共通である。しかし、テスラとの提




















第２章では、2009 年以降の EV 市場について考察する。EV では新たに必要となる車載用
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第 1 章 HV 市場の成立と企業間関係 















向上させることができる。すでにトヨタの最新 HV モデルでは、1 リットルのガソリンで 30
ｋｍ以上の走行が可能となる燃費を実現している14。 










                                                   
14 トヨタ アクア 製品カタログ。 
15 電池管理システムにはさらに電池の各セルの温度管理を行うための温度センサーが搭載







図表 1 HV（ハイブリッド車）の構成要素 
















































                                                                                                                                                          
される場合もある。 
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1-2 HV 市場の経緯と現状 
 トヨタは 1997 年 12 月に世界初の量産型 HV として「プリウス」を発売した。これ以降、
他の自動車メーカーもトヨタに続く形で HV 開発・市場投入を行い、すでに HV は、環境対
応車としての大きな地位を占めるようになっている。 
 
図表 2 自動車メーカー各社の HV 及び PHV の世界販売台数推移 
    2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
トヨタ 
HV 429,420 42,600 530,110 690,100 628,900 1,219,100 
PHV 0 0 0 170 210 27,580 
ホンダ 
HV 43,800 47,300 151,800 186,200 197,300 231,440 
PHV 0 0 0 0 0 0 
GM 
HV 5,175 12,389 16,726 6,760 5,228 34,950 
PHV 0 0 0 330 8,000 28,700 
現代自動車／
起亜自動車 
HV 355 360 6,231 6,186 35,840 60,555 
PHV 0 0 0 0 0 0 
ルノー／日産 
HV 8,388 8,819 9,357 7,859 6,882 4,786 
PHV 0 0 0 0 0 0 
フォード 
HV 25,108 19,522 33,520 35,496 27,114 32,543 
PHV 0 0 0 0 500 690 
PSA 
HV 0 0 0 0 0 22,000 
PHV 0 0 0 0 0 0 
ドイツ系 
HV 0 220 5,940 12,700 12,750 13,240 
PHV 0 0 0 0 0 0 
合計 
HV 512,246 131,210 753,684 945,301 914,014 1,618,614 
PHV 0 0 0 500 8,710 56,970 
出所：FOURIN『世界自動車調査月報』No335、2013 年 7 月を元に筆者作成。 
注 ドイツ系は VW／Audi, BMW Mercedes-Benz/Smart, Porsche の合計。 
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 プリウスは 2012 年には発売後 15 年を迎え、累計販売台数は 300 万台を超えた16。米国、
中国、欧州やその他の地域での販売実績を拡大している。また、プリウス以外のトヨタの HV
モデルの販売台数も拡大している。 
 トヨタに続き、ホンダは 1999 年 12 月に独自のハイブリッド車「インサイト」を日米欧で
同時発売した。その後ホンダはトヨタに次ぐ HV 展開を続け、2013 年にはハイブリッドシス
テムを新開発して市場に投入している。 
 2013 年現在、トヨタ、ホンダに続き、日産、ダイムラー、ゼネラルモーターズ（以下 GM）、
フォード・モーター（以下フォード）、BMW、フォルクスワーゲン（VW）、プジョー＆シ





 トヨタが現在販売している HV ではほぼすべてニッケル水素電池が搭載されているが、







 PHV は、家庭の交流電源により充電を行うため、エンジンを搭載しない EV と同じく充電
設備が必要となる。しかしエンジンを搭載しない EV とは異なり、電池の充電量が減少すれ
ばエンジンによる走行や発電機を使用した電池への充電が可能になる。このため、PHV は、
HV と EV の中間に位置するタイプの自動車となる。 
 自動車メーカーでは、HV や EV の開発と市場展開とともに、この PHV モデルの市場展開
を開始しており、トヨタは 2011 年に「プリウス PHV」を、GM は 2010 年に「シボレー・
ボルト」を発売している。トヨタに次いで国内では三菱やホンダが PHV モデルの実用化を
果たしている。また、海外でも PHV の普及に期待が寄せられており、VW、BMW などによ
                                                   
16 トヨタ ニュースリリース、2013 年 7 月 3 日。 
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る実用化が今後予定されている。 
 
1-3 HV 登場の経緯と位置づけ 
















HV は、ガソリン車などの従来車の技術と電気エネルギーによって駆動する HV の技術を










18 1998 年以降、カリフォルニアでの自動車販売台数の 2％の EV 販売を義務付けるとされた
規制。その施行は見送られたが自動車メーカーの HV/EV 開発を促した。 
19 ただし,自動車の駆動力としては、ガソリンや CNG などの化石燃料を使用した内燃機関を
使用するものと、電気によるものとは将来にわたって併存するという見方が 2013 年時点で

















                                                                                                                                                          
は主流になっている。 
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ることができる22。 
 
図表 4 HV のエンジン出力とモーター出力 
モデル名 レクサス RX450h カムリハイブリッド レクサス CT200h 
エンジン最高出力 (ps) 249 160  99 
フロントモーター最高出力(ps) 167 143  82 












 もし Cohen and Levinthal (1990) の議論が正しいとすれば、内燃機関をコア技術とする自
動車メーカーによる HV 開発が可能になったのはなぜか。その理由は、そもそも HV が EV
開発の延長の中から生まれたという経緯を考慮すれば明らかである。 
EV 開発の契機となったのは、1998 年に実施される予定であったカリフォルニアにおける
EV 規制である。このとき自動車メーカーは、法的規制の下に EV 開発を余儀なくされた。
EV の開発は外部から法的に要請されたものであり、そこから、その後の HV や EV へのエレ
クトロニクスパワートレインへの進化が開始されている。 
 外部からの技術の吸収能力は、企業がすでにもっている技術範囲に限定されるという
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第 2節 HV 開発における企業間関係 
2-1 トヨタの企業間関係 
トヨタの HV 開発は、松下グループ（現パナソニックグループ）との合弁による「パナソ
ニック EV エナジー」（以下 PEVE と表記）23の設立からスタートしている。 
PEVE は、1996 年 12 月 11 日に、トヨタ自動車 40％、松下電池工業および松下電器産業
の松下グループ 60％の出資により設立され、設立当初は松下電池工業の役員が社長に就任し
ている24。2005 年には、トヨタは PEVE への増資を実施しトヨタが 60％、松下グループが
40％の出資比率となり25、2006 年 6 月にはトヨタの林芳郎氏が社長に就任している。さらに
2010 年第三者割当増資を実施し、出資比率はトヨタ 80.5％、パナソニックグループが 19.5％
となっている26。 
松下電池工業は、1979 年に松下電器産業から分離独立した電池専業企業である。 
PEVE 設立の目的は 1997 年に発売される初の HV モデルであるプリウスへのニッケル水





                                                   
23 パナソニック EV エナジーは、2010 年 6 月、「プライムアース EV エナジー」に改称した。
ここでは、同社設立の経緯を述べるために旧称を使用した。ただし略称 PEVE は改称後も
継続しているため、本稿では PEVE を略称として使用する。 
24 トヨタ自動車プレスリリース、1996 年 12 月 11 日。 
25 トヨタ自動車プレスリリース、2005 年 10 月 5 日。 
26 『日本経済新聞』電子版、2010 年 3 月 30 日。 
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その後、PEVE は、トヨタの HV に採用されているニッケル水素電池の電池パックを全量
生産している。 










一台の HV や EV には数百ボルトという高電圧の車載用電池を必要とする。しかし、電池
セルの製造単位は、ニッケル水素の場合は 1.2 ボルト、リチウムイオンの場合は 3.0 ボルト
が最大となる。このため、電池セルを数百個直列に配列することで所定の電圧を構成する。
図表 6 に示すように、初代プリウスの場合は、いわゆる単一型の円筒型電池セルを 6 個直列





                                                   
27 バッテリーモジュールを複数直列に接続し、バッテリー管理システムなどを組み合わせた
ものをバッテリーパックと呼ぶ。初代プリウスの場合のバッテリーパックはセル 1.2 ボル















図表 6 初代プリウスに搭載されたニッケル水素電池モジュール  
 









する HV 用電池ではこの傾向が強い。PEVE が電池セルを電池専業の松下電池工業（のちパ
ナソニック）から調達するのにはこのような理由がある。 
                                                   
28 鉛蓄電池も同様に複数のセルを直列配列するバッテリー構造をもっている。しかし鉛蓄電
池は 14 ボルトと電圧が低いためバッテリー管理システムは必要でない。 
29 2003 年 9 月、松下電池工業 バッテリー開発担当者からの聞き取り。 





















今後、リチウムイオン電池は、後述する EV 用として重要となるとともに、HV においても
ニッケル水素電池に代わって採用が進むことになると予想される。 
このため、トヨタは PEVE と共同開発した HV 用のリチウムイオン電池を PEVE から調達
する32。 
また、リチウムイオン電池の HV や EV 用での本格的な採用に先立ち、パナソニックは民
                                                   
30 当初 PEVE が回路基板上に複数の電子部品を集めて生産していた電池管理システムを、デ
ンソーが半導体に集積化することで小型化を実現している。回路基板上に形成する電池管
理システムの回路構成と回路基板の生産技術などは PEVE による知財にあたるが、半導
体上でそれを実現して ECU に集積化して量産する生産技術はデンソーが保有する。 
31 ECU は、エレクトロニクスコントロールユニットで、ここでは電池管理システムをマイ
クロコンピューターで制御するユニットを指す。 
32 パナソニック プレスリリース、2012 年 9 月 24 日。 
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生用リチウムイオン電池で高い実績をもつ三洋電機を 2009 年 9 月 1 日、子会社化した。こ
れにより、パナソニックは旧三洋電機の技術を獲得して、2012 年 1 月 30 日、車載用リチウ




このトヨタの HV 用電池開発の企業間関係の特徴は次の 3 点である。 
 



































 日産は、トヨタに続き、独自の HV モデルとして 2000 年 3 月、「ティーノハイブリッド」
を発売した。しかしこのモデルは限定販売にとどまり、その後トヨタとの提携に基づいてト
ヨタの HV システムを採用した米国向けの「アルティマハイブリッド」を 2006 年 10 月に発
売した。 










 その後、日産はしばらく HV 開発を中断する。しかし、先行するトヨタとの差別化のため
にリチウムイオン電池の開発は継続して行われていた。日産のバッテリー開発の担当者はこ
う述べた。 














 日産は、2007 年 4 月、新たに NEC との合弁で、自動車用リチウムイオンバッテリーの生
産会社オートモーティブエナジーサプライ（以下 AESC と表記）を設立している。設立当時
の AESC の資本金は 4 億 9000 万円で、日産が 50%、NEC が 42.5％、NEC トーキンが 7.5％
を出資する36。NEC トーキンは NEC が 66.6%出資する電子デバイスメーカーであり、携帯
電話向けなどの小型リチウムイオン電池を生産・販売している37。なお、日産の持ち分は 2009
年度に 51%に引き上げられ、AESC は日産の子会社となった38。 
NEC トーキンは新会社 AESC にリチウムイオン電池セルを供給し、AESC は日産向けの
リチウムイオン電池パックを生産する39。この AESC のリチウムイオン電池を採用して、日
産は 2010 年に「フーガハイブリッド」を実用化している。AESC のリチウムイオン電池は、
その後日産の量産型 EV で採用されることになる。 
 電池セルの量産はノウハウをもつ NEC トーキンが担当し、自動車用の性能確保では、日
産が関与する AESC がその役割を担う構図は、トヨタが採っている電池開発と同じである。 
 ここで重要な点は、日産は、これまでソニー、新神戸電機という 2 つのリチウムイオン電
池メーカーとの共同開発の中で、リチウムイオン電池の技術を吸収し、それを自社内の開発
に生かしていることである。 
 日産は 2006 年に厚木にあるテクニカルセンターを拡充し、これまでの「先行開発グルー
                                                   
35 2005 年 4 月、日産自動車ハイブリッド開発担当者からの聞き取りによる。 
36 『日経エレクトロニクス』2007 年 4 月号。 




38 日産自動車ニュースリリース、2008 年 5 月 19 日。 
39 NEC は 2010 年 11 月 NEC トーキンを分社化し電池生産部門を 100％子会社の NEC エナ
ジーデバイスとして設立した。現在、AESC は日産 51％、NEC42％、NEC エナジーデバ
イス 7％の出資比率となっている。 
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プ」を 3 年先の実用化ステージの開発担当に編成替えし、さらに 5～10 年先の実用化を目指
す開発単位として「日産アドバンストテクノロジーセンター（NATC）」を設立している。 














 日産と AESC および NEC との企業間関係も、トヨタの場合と同じく、日産が主導権をも
った開発を行い、日産が AESC を子会社化することで日産が優位にたっている。 
 
2-3 ホンダの企業間関係 
 ホンダも独自の HV システムを搭載した「インサイト」を 1999 年 11 月「シビックハイブ















ンが ECU を開発・生産している。 
 その後ホンダは、2013 年にリチウムイオン電池を採用した新しい HV システムを市場展開
している。同社は 2009 年 4 月、GS ユアサコーポレーション（以下 GS ユアサ）と合弁で「ブ
ルーエナジー」を設立し、そこから車載用リチウムイオン電池を調達している。ブルーエナ
ジーの出資比率は GS ユアサが 51％、ホンダが 49％となっている40。 
 ブルーエナジーは、GS ユアサの電池セルを使用し、電池パックを生産する。バッテリー
ECU の開発では GS ユアサやケーヒンとの共同開発が行われている。 
 ブルーエナジーからのリチウムイオン電池調達による HV として、2012 年に「シビック
HV」や「フィット HV」を、さらに新開発の HV システムを搭載した「アコードハイブリッ
ド」を 2013 年に発売している。 
 ホンダによる HV 開発においても、リチウムイオン電池の採用においては、トヨタ、日産
と同じく、電池専業メーカーとの新規の協力関係を構築している。ホンダは電池開発におい
て主導権をもち、ブルーエナジーに対して優位な位置にあるということができる。 








                                                   
40 ホンダニュースリリース、2009 年 3 月 24 日。 




長に HV 開発を位置づけるものであると言える。 
 







くに米国メーカーの HV 開発では、フォードと GM が電池メーカーと協力した HV 開発を行
っている。 
フォードは米国メーカーとしては最もはやく米国において HV を実用化しており、2004 年
に初の HV モデル、「エスケープハイブリッド」を発売している。 
エスケープハイブリッドの HV 用電池パックは、三洋電機のニッケル水素電池を採用して
いる。三洋電機はフォードへの電池供給によって初めて HV 用電池ビジネスに参画した。 
なお、フォードは三洋電器のニッケル水素電池だけでなく、HV システムや HV 用モータ
ーもそれぞれアイシン AW、東芝から調達している。 
フォードの HV 展開は、このようにフォード自身が開発に積極的な関与をしていないこと
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が大きな特徴で、ハイブリッドシステム42や HV 用電池はいずれも外部からの調達となって
いる。フォードのデトロイトにある開発センターでは 2006 年当時、フォードの傘下にあっ
たマツダの技術者が HV 開発を行っていたが、フォード本体による HV 開発への関与は極め
て限定的なものにとどまっている。 
 






場展開して米国メーカーでは HV においてもっとも高い実績を上げている。 
また、2012 年には、新たにリチウムイオン電池を使用した HV を市場展開している。この
HV ではすでにフォード自身が HV システムの開発・生産を行っており、リチウムイオン電
池をパナソニックから調達している。ここでもフォードは、電池を外部のメーカーから調達





                                                   
42 ハイブリッドシステムは、トヨタとの提携によりトヨタのハイブリッドシステムをアイシ
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GM の企業間関係 







GM の HV 展開はその後大きな進展はなく、発売した HV モデルの販売台数は伸び悩み、
成功には至っていない。 










さらに GM は 2007 年 6 月に、コンパクトパワー社やコンチネンタルオートモーティブシ
ステムズ社45とのリチウムイオン電池システムの共同開発を発表した。 
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GM におけるリチウムイオン電池開発の特徴は、これら複数の電池メーカーとの関係から




 GM は LG 化学からの電池調達によって、2012 年には、初の PHV モデルとしてシボレー・
ボルトを発売する。この PHV モデルは、トヨタの HV モデルであるプリウスとは構造が大き
く異なり、ほとんどの走行を電気モーターのみで行うことに大きな特徴がある。このためシ




第 3節 異質な技術の統合とサプライヤーシステム 
 本節では、本章のまとめとして、HV 開発のおける自動車メーカーとサプライヤーとの間
の企業間関係と特徴を明らかにする。 








トヨタの HV 開発では、HV の基幹技術となるニッケル水素電池において外部の企業と共
同開発を行い、トヨタ自身も開発にかかわり、外部の新しい技術を自社固有の HV 技術にま
とめ上げている。 
                                                   





 - 35 - 
 
図表 11 トヨタ（日本）と GM（米国）の HV 開発にみる企業間関係 
  トヨタ （日本） GM （米国） 
企業数 要素技術毎に特定の 1社を重視 同じ要素技術を複数の企業に依頼 





































































図表 12 技術の「蓄積」と「利用」 
項目 技術の蓄積（トヨタ） 技術の利用（GM） 
開発参加 開発への参画 開発に関与しない 
技術者の交流 交流有り 交流なし 
技術情報 開発情報の共有 要求スペック提示のみ 
開発品 詳細設計の共有 ブラックボックス化 
技術的ノウハウ 蓄積が可能 蓄積されない 









































                                                   
48 2005年 6月 15-17日に Hawaiiで行われた Advanced Automotive Battery & Ultracapacitor 




























この点は、欧米メーカーとの HV 開発とは大きく異なっている。 
本章では、自動車メーカーが進めている HV 開発プロセスと企業間関係を考察した。しか
し、ここでの議論はあくまで、HV に限定した自動車技術を対象としたものである。市場で
はすでに EV が実用化されている。このため EV の開発プロセスを分析し、HV と EV との共
通点と違いを明らかにする必要がある。これを次章以降でさらに検討する。 
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補節 「構造的空隙」論によるサプライヤーシステム解釈 
補-1 ネットワークに関する先行研究 



























る新車開発プロセスが、Watts and Strogatz (1998) が提示しているスモールワールドネット



















図表 13 新車開発組織  
 
出所：西口（2007）201 ページ。 
                                                   
50 ネットワークを構成する一つ一つの要素。 
































































（arm’s length）の構造を、ネットワーク B は、日本の自動車メーカーがとっている階層型
サプライヤーシステムの構造を模式化している。日本型のネットワーク B は、Burt (1992) の
 - 44 - 
いう構造的空隙をより多く有している。 
 

























           
中核企業
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図表 15 2 つのネットワークが示す特徴と企業間関係 




A 0 多 1 次 0 同質性が高い。 
腕長型 
( arm's length) 
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第 2 章 EV 市場の成立と車載用電池 
第 1 節 EV 市場分析の視角 
1-1 本章の課題 
 前章では、HV の技術開発の動向を分析することにより、自動車メーカーによる「異質な


















                                                   
52 調査会社 テクノ･システム･リサーチ調べで、2011 年 4-6 月期に民生用リチウムイオン電
池の出荷シェアで初めて韓国メーカーが日本メーカーを上回った。11 年 4-6 月期で日本勢
33.7％に対して韓国勢 42.6％のシェア。2011 年 1-3 月期では日本勢が 38.0％、韓国勢が





54 日本国内メーカーのうち、日立ビークルエナジーはリチウムイオン電池を GM の HV へ供
給するほか、三洋電機がニッケル水素電池をフォードの HV に供給しており、今後リチウ
ムイオン電池を VW の PHV に供給する。ただし、HV 用電池は容量が小さく生産規模は少
ない。EV では、AESC がルノー、LEJ が PSA にリチウムイオン電池を供給する。 


















もうひとつは、EV 用電池の製品アーキテクチャである。佐伯は EV 用電池についても日本




１）現在実用化されている EV 用電池および開発中の EV 用電池の製品アーキテクチャは




２）このため、EV や EV 用電池のドミナントな製品アーキテクチャがいまだ定かでない段
階では、EV メーカーや電池メーカーが、EV 用電池をエンジンと同じくインテグラル
部品として位置づけ、電池を含めた作りこみを行うだけでなく、EV 用電池がモジュ
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ラー部品として採用される場合も想定した取り組みを行う必要がある。 
 








すでに市場が確立している HV では、第 1 章で示したようにトヨタ、ホンダが世界的に大
きなシェアを確保している。EV でも、日産や三菱が先行している。トヨタ、ホンダ、日産
や三菱は、いずれも HV/EV 用電池を特定の電池メーカーから調達しており、いずれも電池の
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第 2 節 EV 市場と電池産業 
2-1 EV の定義 
HV はエンジンとモーターの双方を使用する自動車を指すのに対して、EV はモーターを駆
動力として使用し、エンジンの駆動力を走行用に利用しない自動車を指す55。 





2-2 EV 市場と車載用電池 
2010 年 12 月、日産は、初の専用ボディによる EV｢リーフ｣を日米両国で発売した。リー
フは、同社が NEC などと合弁で設立した AESC（第 1 章で既出）が製造するリチウムイオ
ン電池を 24kWh 搭載し、1 回の充電で走行できる航続距離 160km を実現している。 
日産に先立って、三菱ではすでに 2009 年に EV モデル「アイミーブ」を発売している。
アイミーブは、日産と GS ユアサが合弁で設立したリチウムエナジージャパン（以下 LEJ）
が製造するリチウムイオン電池を 16kWh 搭載して、リーフと同じく 160km の航続距離を実
現する。 
LEJ は、2007 年 12 月に GS ユアサ 51％、三菱商事 34％、三菱自動車工業 15％の出資比
率で設立された56。 
レンジエクステンダータイプの EV では、2010 年 12 月に GM が、「シボレー･ボルト」
を発売した。シボレー･ボルトは 16kWh の容量をもつリチウムイオン電池を搭載し、エンジ
ンによる充電を行わないで（すなわち純粋の EV として）40-80km の航続距離をもつ。電池
の容量がなくなれば自動的にエンジンが作動して発電機を回し電池や電気モーターへの電力
供給を行って走行が可能となる。電池は LG 化学が供給している57。 




との関係を論じる本章では EV に区分する 
56 2013 年現在の出資比率は GS ユアサ 51％、三菱商事 44.4％、三菱自動車工業 4.4％で三
菱自動車の出資比率は低下している。 
57 シボレー・ボルトは 2012 年初めに、米運輸省道路交通安全局(NHTSA)による試験で電池
の発火問題が生じ GM は全品回収と修理を行った。電池の発火は車体が横転した場合など
に発生する可能性があるため、電池モジュールの安全装置を追加する改良を行っている。 
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図表 17 では、2011 年時点で実用化している代表的な EV として、日産「リーフ」、三菱
「アイミーブ」および GM「シボレー・ボルト」についての詳細をまとめた。 




図表 17 実用化している 3 つの EV（電気自動車） 
モデル名 リーフ アイミーブ シボレー・ボルト 
メーカー 日産自動車 三菱自動車 ゼネラルモーターズ 
EV タイプ ピュア EV ピュア EV 
レンジエクステンダー
EV 
電池容量 24 kWh 16 kWh 16 kWh 
航続距離 160 km 160 km 
40-80 km 
（電池のみの走行） 

















出所 :日産、三菱自動車、GM プレスリリースおよび筆者インタビューから筆者作成。 
注 : 生産規模は 2011 年時点。生産拠点は予定を含む。 
 
3 社以外の取り組みでは、欧州では、PSA が三菱自動車と提携し、アイミーブの OEM 供
給を受けて 2012 年以降に欧州で販売を開始する。使用する電池は、アイミーブと同じく LEJ
が供給する。さらに PSA では、LEJ の電池を使用した独自の EV を開発して今後市場展開す
る。また、日産と資本関係をもつ仏ルノーも、日産と共同した EV 開発によるモデルを今後
市場に投入する。 
独ダイムラーは、米国テスラから電池供給を受けて限定的な EV として「スマート ED」を
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開発、販売している。なお、ダイムラーは独自の電池メーカー「リーテック」を設立、リー
テックの電池を使用した EV の市場展開を想定している。 
独 BMW も、限定的な EV として「Mini E」を開発している。このモデルでもテスラから
の電池供給を受け、米国で限定販売している。さらに、同社は、韓国サムスン SDI と独ボッ
シュが合弁で設立した車載用電池メーカーSB リモーティブ58からの電池調達を発表、2013
年に EV モデルの発売を予定している。 
中国における EV 開発と市場展開は、2011 年以降に本格化する。比亜迪汽車は 2011 年 1
月、EV モデル「e6」を中国国内で販売開始している59。さらに、奇瑞汽車や吉利汽車も独自
の EV 開発を進め、すでに一部で市場展開を行っている。 
HV 市場ですでに成功を納めているトヨタは、「iQ」をベースとする EV「eQ」の市場展
開を 2012 年に行ったほか、米国テスラと提携して開発した「RAV4-EV」の販売も 2012 年
に開始している60。テスラとの提携については第 3 章で検討する。 
トヨタはトヨタは、パナソニックや PEVE におけるリチウムイオン電池の開発により、EV





図表 18 では、自動車メーカー各社の EV 世界販売台数の推移を示す。 
EV では電池の容量が EV の航続距離を決める上で重要な技術要因となる。このため、EV




                                                   
58 SB リモーティブは、ボッシュとサムスン SDI の合弁で 2008 年 9 月に設立された電池メ
ーカーで、出資構成は両社それぞれ 50％である。当初は BMW 向けの電池パック供給を
予定していたが、2012 年、合弁を解消している。BMW 向けの電池供給はサムスン SDI
が継続している。 
59 発火事故の報告もあり、販売台数は当初予定に達していない。 
60 テスラは、PC で使用される 18650 タイプの小型リチウムイオン電池を大量に使用した
EV 用電池を生産し、トヨタ、ダイムラー及び BMW の EV 向けに供給している。 
61 『日本経済新聞』2012 年 9 月 26 日。 
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化したソニーも新たに車載用電池への参入を発表し注目されている62。 
 
図表 18 自動車メーカー各社の EV 世界販売台数推移 
    2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 
トヨタ EV 0 0 0 0 0 20 
  PHV 0 0 0 170 210 27,580 
ホンダ EV 0 0 0 0 0 90 
  PHV 0 0 0 0 0 0 
GM EV 0 0 0 0 0 0 
  PHV 0 0 0 330 8,000 28,700 
現代/起亜自動車 EV 0 0 0 0 0 530 
ルノー/日産 EV 0 0 0 1,250 23,850 34,820 
フォード EV 0 0 0 0 0 2,370 
  PHV 0 0 0 0 500 690 
PSA EV 0 0 0 0 4,500 6,200 
  PHV 0 0 0 0 0 0 
三菱自動車 EV 0 0 990 2,340 5,000 7,000 
ドイツ系 EV 0 0 0 0 390 810 
テスラモーターズ EV     160 1,350 650 2,740 
シンク EV 4 180 170 580 420 80 
合計 EV 4 180 1,320 6,020 43,520 111,630 
  PHV 0 0 0 500 8,710 56,970 
出所：FOURIN『世界自動車調査月報』No335、2013 年 7 月を元に筆者作成。 
 注 1:ドイツ系は VW／Audi,BMW Mercedes-Benz/Smart,Porsche の合計。 
 注 2: GM のシボレー・ボルトは、PHV に含まれる。 
 
                                                   
62 ソニーは 1990 年代、日産との共同開発により HV 向けの電池開発を行ったが、その後車
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図表 19 HV/EV 向け車載用電池のおもなメーカーと納入先（2011 年頃） 
車載用電池（パック）メーカー 所在地 HV/EV での主な納入先 
A123 システムズ 米国 シンク・シティ 
AESC 日本 日産、ルノー 
ブルーエナジー 日本 ホンダ 
比亜迪汽車 中国 比亜迪汽車 
コバシス 米国 GM 
ドイツ オートモーティブ ドイツ ダイムラー 
エレクトロバヤ カナダ タタモーターズ 
エナデル 米国 シンク・シティ 
日立ビークルエナジー 日本 GM、いすゞ自動車 
ジョンソン・コントロール・サフト フランス ダイムラー 
LG 化学 韓国 GM、ボルボ、フォード、長安汽車、ルノー 
リーテック ドイツ ダイムラー 
リチウムエナジージャパン 日本 三菱自動車、PSA 
パナソニック 日本 トヨタ、VW、テスラモーターズ 
PEVE 日本 トヨタ、GM 
SB リモーティブ 韓国 BMW、フィアット 
SK イノベーション 韓国 現代自動車、三菱ふそう、起亜自動車 
テスラ モーターズ 米国 テスラモーターズ、トヨタ 




 注 2：網掛けは、2011 年時点で量産と納入が行われている企業。それ以外は試作もしく
は量産／納入予定。 
 注 3：2012 年初めの段階では、すでに事業を停止している企業も一部含まれる。 
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欧州では、軍用などで大容量のリチウムイオン電池を早期から手掛けてきたサフト社（仏）
がある。サフトは車載用電池では米国ジョンソン・コントロールズ社と提携して、ジョンソ












第 3 節 車載用電池メーカーの日韓比較 
3-1 韓国電池メーカー３社 
GM のシボレー・ボルトへ電池供給を行う LG 化学は、GM 以外でも採用メーカーを拡大
しており、車載用電池市場で存在感を増している。2011 年 7 月時点では、GM 以外にフォー
ド、ボルボ、長安汽車、現代自動車、ルノー、三菱自動車などへの EV 用及び HV 用電池の
供給を発表している65。 
多くの自動車メーカーへの電池供給により、LG 化学はリチウムイオン電池の生産能力を
増強しており、生産規模は 2013 年には年産で 560 万 kWh の規模となる。この生産能力は、
16kWh の電池を搭載する電気自動車では、35 万台の電池容量に相当する66。 
LG 化学の GM 向け車載用電池の注目点はその価格である。GM 向けの電池では 1kWh あ
たりの単価を 400 ドルとしている。この価格は、すでに PC などで一般的に使用されている
                                                   
63 ジョンソン･コントロール･サフトは、2011 年に合弁を解消、以後ジョンソン･コントロー
ルズ単独でダイムラーへの電池供給を行っている。 
64 A123 システムズは、2012 年に経営環境の悪化などにより破綻したが、その後中国万向汽
車グループからの資金調達により事業を継続している。 
65 LG 化学プレスリリース（2009/1、2010/4、2010/7、2010/9、2011/1、2011/4） 
66 ソウル聯合ニュース、2011 年 4 月 6 日（http://japanese.yonhapnews.co.kr/headline /2011/04/06/ 
0200 000000A JP 20110406001800882.HTML)、日本経済新聞社、2011 年 2 月 14 日
（http://techon .nikkeibp .co.jp/article/ NEWS /2011 02 14/189529/）の記事による。 
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リチウムイオン電池とほぼ同等の単価である。LG 化学は 2011 年時点ですでにこの価格を実
現していることになる67。 
サムスン SDI と独ボッシュの合弁による SB リモーティブ社は、BMW の EV やクライス





2012 年で年間 60 万 kWh を計画しており、この量産規模は EV 約 3.5 万台の EV に相当する
規模となる。 
車載用電池では後発となるSKイノベーション社も、韓国・現代自動車や起亜自動車が2012
年に市場展開している EV への電池供給を行っているほか、商用 HV ではダイムラーとの共
同開発を進める三菱ふそうトラック・バスへの電池供給も実現している。今後ダイムラーグ




び LEJ の３社がある。 
前章で述べたように PEVE は、パナソニックとトヨタが合弁で 1996 年に設立した車載用
電池メーカーであり、トヨタの HV 向けのニッケル水素電池のすべてを生産している。しか
し HV ではニッケル水素電池に代わって新たにリチウムイオン電池が搭載される方向にある。
このためトヨタは PEVE においてリチウムイオン電池の開発と生産を開始している。 
PEVE の出資構成は、PEVE 設立当初は、トヨタが 40％、パナソニックグループが 60％
であったが、2005 年 10 月にトヨタは増資を行ってトヨタが 60％、パナソニックグループ
が 40％となっている。さらに 2010 年 4 月以降、トヨタが 80.5％、パナソニックグループが
                                                   
67 GM のシボレー･ボルト向けの電池価格は、2011 年 2 月に LG 化学が発表している（同上
2011 年 2 月 14 日の記事による）。この 1 kWh で 350-400 ドルという価格は、車載用電池
開発の目標とされてきた価格で、2011 年時点で LG 化学がこの価格を実現していることは、
他の車載用電池メーカーとりわけ AESC など日本メーカーにとって大きな脅威となってい
る。 
68 Hybrid-EV.com 記事、2011 年 5 月 20 日
（http://www.hybrid-ev.com/news/2967/sb-limotive-in-talks-with-volkswagen-for-ev-battery-
supply-deal）（2013 年 12 月閲覧）。 
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19.5％となっている69。 
 
図表 20 車載用電池メーカー日韓主要６社の概要（2011 年時点） 
電池メーカー LG 化学 SB リモーティブ SK イノベーション 
資本構成 LG Corp (34.86%) 
ボッシュ(50%) 
サムスン SDI (50%) 















韓国 蔚山 韓国 瑞山 
車載用電池 
量産規模 
(量産規模 EV 換算) 
2013 年計画 
年間 560 万 kWh 
（EV 35 万台） 
2012 年計画 
年間 60 万 kWｈ 
（EV 3.5 万台） 
2012 年計画 
年間 50 万 kWh 

































(量産規模 EV 換算) 
2015 年計画 
年間 1200 万 kWh 
(EV 50 万台) 
2012 年計画 
年間 108 万 kWh 
(EV 6.8 万台) 
2011 年度計画 








 出所： 各社プレスリリースおよび新聞記事、筆者インタビューから筆者作成。 
 注 1：量産規模、単価目標は推定を含む。EV 換算は EV1 台で 16kWh として算出。 
 注 2：PEVE の量産規模及び単価目標は、三洋電機、パナソニックを含むが、18650 タイ
プを含まない推定値。 
                                                   
69 PEVE に対するトヨタの出資比率が増加しているのは、PEVE に対するトヨタの支配力を
強化することに繋がっている。 
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パナソニックは、2011 年に三洋電機を吸収して日本国内トップの大手リチウムイオン電池
メーカーとなった。トヨタによる EV 開発では、以後 PEVE やパナソニック（三洋電機を含
む）のリチウムイオン電池が採用される予定で、PC 用のリチウムイオン電池で高い実績を
もつ三洋電機による生産がすでに始まっている。 
日産のリーフへ電池供給を行っている AESC は、日産が 51%、NEC 及び NEC デバイスが
49%を出資する合弁企業である。NEC および NEC トーキンは富士重工業と 2002 年 5 月に
3社合弁でNEC ラミリオンエナジーを設立したが、その後、NEC ラミリオンエナジーは 2007
年 4 月日産と合弁で AESC を設立して日産の HV や EV 用のリチウムイオン電池の開発を進
めた。2008 年 4 月 NEC ラミリオンエナジーは AESC に統合されている。富士重工業は 2005
年にトヨタによる出資を受け、その後 NEC ラミリオンエナジーの株式を NEC に売却してお
り、AESC との関係を解消している。 
日産はリーフの生産規模拡大と EV モデルのラインナップ強化を表明しているほか、日産
と資本関係にある仏ルノーでも EV モデルの市場投入を予定しており、AESC による車載用
電池の生産規模を今後拡大する。AESC では英国での電池生産も予定しており、その生産規
模は 2015 年には年間 1200 万 kWh を計画している70。この規模はリーフの車載用電池に換
算すると年間 50 万台の規模となる。この量産規模の計画は韓国 LG 化学よりも多い。AESC
による車載用電池のコスト低減は、今後数年で１kWh あたり 400 ドル程度の価格を実現する
ことを目指している71。しかし、LG 化学は 2011 年の時点でこの価格を実現している72。 
日産と資本関係にある仏ルノーも、自社の EV 開発において AESC だけでなく LG 化学か
らの電池調達を発表した73。LG 化学の高い競争力を裏付けるものである。 
LEJ における量産規模も三菱や PSA の EV 生産規模拡充に伴って拡大する予定であるが、
2011 年段階では EV モデル換算では３万台規模と限定的であり、電池価格低減の程度もそれ
ほど進んでいない。なお、三菱は 2011 年に搭載する電池容量を削減することで低価格化し
た低価格版アイミーブを発売している。この低価格アイミーブでは、LEJ だけでなく東芝か
                                                   
70 日産自動車発表、2010 年 12 月 3 日。 





いるため、ここでは LG 化学の市販価格と AESC の目標とする Wh 単価を比較した。 
73 『日本経済新聞』2010 年 10 月 1 日。 
















                                                   
74 三菱自動車が東芝から調達する EV 電池は、チタン酸リチウムを負極材に使用するタイプ
のリチウム電池で、東芝の電池を採用することでアイミーブのラインナップを強化する。 
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第一に、韓国の電池メーカーはいずれも複数の自動車メーカーへの電池供給を決めており、
複数の自動車メーカーの EV や HV の仕様に合わせた製品開発を行っていることである75。 
第二に、納入先となる自動車メーカーはそれぞれ独立した関係にあり、地域や資本系列を




速な量産規模拡大による電池価格低減を進めていることで、LG 化学はすでに PC なみの価格






海外の EV メーカーでの採用も進んでいない。 
図表 21 では、このような日韓車載用電池メーカーの自動車メーカーとの関係を示す。 
 









                                                   
75 EV 電池は、電池セルを多数直列接続した構造をもち、EV には電池パックとして搭載され
る（清水 1992）。電池パックの仕様は EV モデルによって異なり、EV が使用する電気モ
ーターや EV が想定する航続距離によって EV モデルに即した設計が行われる。LG 化学は
原則として電池セルを生産･供給し、電池パックは EV メーカー毎の仕様に合わせて設計、
生産もしくは EV メーカー側が生産する。一方、AESC は、電池セルと電池パックのすべて
を日産の EV 用に開発･生産している。 











チャ特性としては、LG 化学製をはじめ市販されている現行の EV 用電池に関するかぎり、外
インテグラルではなく、外モジュラー製品としての特徴をもつ77。 


















































                                                                                                                                                          
製品としての特徴をもっていると本章では主張する。 




81 2011 年 2 月時点では、AESC の EV 電池量産規模は LG 化学よりも多いが、LG 化学では、
多くの自動車メーカーへのEV電池納入と量産規模拡大を見込んだ上で戦略的な電池の価
格設定を行っているとみられる。 
82 EV 電池はいまだ開発途上にあり、LG 化学の EV 電池が現在は多くの EV で採用される傾
向にあるが、優れた EV 電池が開発されればその採用が一気に進む可能性が常にある。 





















第 5 節 小括 
本章では、EV 用電池企業、および EV メーカーの取り組みを調査・分析した。 
第１節では、2010 年以降に大手自動車メーカーを中心に各社が EV を市場投入している現
状を明らかにし、さらに、EV に搭載される車載用電池の概要を解説して、車載用電池メー
                                                   
83 トヨタは 2011 年に一部のプリウスでリチウムイオン電池を搭載したモデルを発売し、初
めてリチウムイオン電池を市販車で採用した。しかしリチウムイオン電池はすでにダイム
ラーや日産の HV では採用されており、トヨタは HV へのリチウムイオン搭載では実用化
が遅れた。しかしトヨタは依然として HV 市場ではニッケル水素電池を使用したモデルで
圧倒的な競争優位を維持している。 
84 トヨタは 2008 年、社内に電池研究部を新設して、次世代電池開発に乗り出している。こ
れに対して GM などは外部の電池メーカーからの調達を進めており、自社での直接の電池
開発は行っていない。この点は、トヨタと GM で著しく対応が異なっている。HV と同じ
くトヨタは電池技術を内部蓄積することで EV の開発を進めているとみることができる。 
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カーと EV メーカーとの取引関係を示した。 
第２節では、韓国の車載用電池メーカー３社の取り組みを概観するとともに、日本の車載
用電池メーカー3 社の取り組みと比較することで、問題点を抽出した。 
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第 3 章 EV 開発の課題と企業間ネットワーク 




る 2012 年以降の限定的な市場展開、海外の GM によるレンジエクステンダータイプと
呼ばれる「シボレー・ボルト」やその他のメーカーにおける EV 展開に加えて、新しい
動きとして注目される新興企業による EV 展開に焦点をあてる。 































第 2 節 EV 開発の課題 
2-1 完成車メーカーによる EV 展開 
日産と三菱は 2010 年、2009 年にそれぞれ EV の市販を開始して以降、日産の EV モ
デル「リーフ」は、2013 年 5 月までの累計で 6 万台以上の販売実績をもつ。また三菱で
も「アイミーブ」が 2012 年末までに累計で約 1 万 5 千台を販売している88。 




で EV を開発している。日産は、リチウムイオン電池の生産実績のある NEC との合弁に
より AESC を設立して、EV 用の電池生産を行っている。また三菱も GS ユアサとの合
弁でリチウムエナジージャパンを設立して、アイミーブ用の電池を調達している。また、
駆動用モーターについては、日産は自社内で生産し、三菱は明電舎から調達している。 
一方、GM は韓国の有力電池メーカーLG 化学から調達してボルトの開発を行っている。 
リーフ、アイミーブの製品アーキテクチャはインテグラル型であり、その開発・生産
は閉鎖的・緊密な企業間関係をベースにおこなわれている。一方、GM のボルト89では、
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よる開発は、日産や三菱、そしてトヨタ「eQ」の場合とは異なる取り組みとなっている。 
 
2-2 新興企業による EV 展開 
従来車を製造・販売してこなかった新興企業によっても EV の開発と市場展開が行わ
れた。米国の新興企業テスラは、高性能 EV スポーツカー「ロードスター」を 2008 年に
実用化し、実売価格 98,000 ドルで市販している。2010 年 5 月にはトヨタとの業務提携











図表 22 テスラモーターズ EV 世界販売台数推移 
 
出所：FOURIN『世界自動車調査月報』No335、2013 年 7 月を元に筆者作成。 
注：販売台数は、テスラ・ロードスター、モデル S の合計台数。 
                                                                                                                                                          
合型製品開発に位置づけられる。 
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92 ダイヤモンドオンライン（http://diamond.jp/articles/-/8232）、2013 年 12 月閲覧。 
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第 3 節 テスラの EV 開発を巡る企業間関係 
3-1 テスラの EV モデルと電池 
新興企業による EV 開発の代表例としてあげられるのは、テスラによる EV スポーツ
カーモデル、「テスラ・ロードスター」である。このテスラ・ロードスターで特筆すべ
きは、その電池技術である。 
テスラ・ロードスター以前に開発が進められた高性能 EV では、EV 用に専用設計され
た大容量電池セルの使用が前提であった。これは、EV には大容量の高性能電池が必要で
あり、安全性についても高いレベルが要求されたためで、EV 開発企業は高性能電池開発
こそが EV 実用化の鍵となるという見方をとっていた。 
これに対してテスラは、すでに PC や携帯電話などで広く使用される民生用のリチウ
ムイオン電池セルを使用するという発想の転換で EV 開発を行った。一般に PC で使用
されるリチウムイオン電池は 18650 型セルと呼ばれる円筒型形状のタイプ93である。テ
スラはこの 18650 型セルを 6,831 個というきわめて多く直列で使用する電池パックを開













                                                   
93 直径 18ｍｍで 65ｍｍの長さの単三電池よりもすこし大きいサイズの小型電池で充電が可
能な二次電池。 
94 テスラモーターズ ホームページ
（http://www.teslamotors.com/jp/roadster/technology/battery）、2013 年 12 月閲覧。 


























これに対して、テスラとの共同開発による RAV4 EV では、トヨタの販売する車であ
                                                   
95 「テスラとトヨタ、電気自動車開発で提携」トヨタ自動車プレスリリース、2010 年 5 月
21 日（http://www2.toyota.co.jp/jp/news/10/05/nt10_0511.html）。 
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っても、テスラの技術に関してトヨタによる関与をできるだけ限定した開発・納入を重



















図表 23 主要な EV モデルの性能比較（2012 年時点） 
メーカー 日産 三菱自動車 トヨタ テスラ 
モデル名 リーフ アイミーブ RAV4-EV モデル S 
モーター出力 80ｋW 47ｋW 115ｋW 225ｋW 
電池容量 24kWh 16kWh 41.8kWh 60kWh 
走行距離 199km 180km 166km 335km 
出所 ： ハイエッジ（2012）および各社発表データをもとに筆者作成。 
 
                                                   
98 前掲インタビュー。 
99 2013 年 5 月には米国「コンシューマレポート」誌から過去最高の評価を得ている。 
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テスラの電池とモーターによるパワートレインは、トヨタ以外の完成車メーカーにも
すでに複数のモデルで採用されている。ダイムラーと BMW は、トヨタの RAV4 EV に
先立って、「スマート ED」、「MINI-E」でテスラのパワートレインを採用したモデル





























































































な基幹部品ではない。ここでの議論はあくまで EV の基本性能を左右する意味での EV 電
池の供給についてである。 
104 前掲インタビュー。 
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依存性」の低いモジュールとして採用される105。テスラの電池や駆動モーターは独立し
たユニットとして採用され、他の部品との構造的・機能的な関連は低く、独立したユニ
















その理由は次の 3 点である。 
第一に、車載用電池技術開発は現在でも多くの電池メーカーによって進められており、
その性能は日々向上している。現在使用されるリチウムイオン電池は、一定の性能向上












107 ただし、トヨタは、パナソニックや PEVE におけるリチウムイオン電池の開発により、
EV や PHV の独自開発を行い、2012 年 12 月にはパナソニックによる専用の EV 用電池を
採用した EV として「eQ」を開発して市場展開している。 




















第 5 節 小括 
本章では、EV 開発・生産において進められているトヨタとテスラによる協業関係につ
いて考察した。 
第 1 節では、本章の主題と目的を示し、第 2 節では有力完成車メーカーによる EV 展
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次章では、現時点での EV における企業間関係の構築と HV における企業間関係の成
功例を比較して、両者の違いを明らかにするとともに、HV/EV における企業間関係を総
括する。 
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第 4 章 HV/EV 開発・生産における企業間関係 
第 1節 HV/EV 開発・生産と企業間関係 
本章では、自動車メーカーによる HV/EVＶ開発とそのための企業間関係の構築につい
ての本稿の議論を総括する。 









現在 HV 市場において優位にたつトヨタがパナソニックとの合弁で設立した PEVE がニッ







これに対して第２章で示した EV 開発では様相が異なる。 
代表的なケースである GM のレンジエクステンダー型 EV では、GM との関係がそれほど
強固でない LG 化学の電池が採用されている。LG 化学の EV 電池は、GM 向けのみではなく
フォードやボルボなどの多くのメーカー向けに供給している。このような EV 用電池の供給
関係は次第に広がりを見せている。 
2013 年に「ｉ3 シリーズ」として EV を販売する BMW は、サムスン SDI から電池調達を
行う。サムスン SDI は BMW 以外に現代自動車やインドの自動車メーカーなどへの供給も行
う。従来日産の HV や EV では独占的に AESC が電池供給を行ってきたが、2013 年以降には
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日産向けで日立製作所が HV 電池供給を開始する108。また日産とアライアンス関係にあるル
ノーは EV 開発において当初予定していた AESC からの調達を LG 化学に変更している109。







ける電池調達と対比した EV 用電池の特徴は次のようになる。 
 
１）EV 用電池では自動車メーカーは独立した電池メーカーとの取引を進め、EV モデルの
















                                                   
108 日立オートモーティブシステムズ、ニュースリリース、2013 年 11 月 13 日。 
109 『日本経済新聞』2010 年 10 月 1 日。 
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ル展開で一定の成果を上げている。 
 




 以上３つのパターンの自動車メーカーと電池メーカーとの関係をまとめると図表 24 のよ
うになる。 
 
図表 24 HV/EV における自動車メーカー/電池メーカー関係の３パターン 
項目 パターン１ パターン２ パターン３ 
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識」の定義を分析枠組みとして採用する。第 3 節では本稿の結論を述べる。 
 
 
第 2節 HV/EV の製品アーキテクチャと企業間関係 





























2-2 EV の製品アーキテクチャと電池 
一方、EV では、独立した電池メーカーが電池パックの開発を行って自動車メーカーに納
入している。この企業間関係は HV と比較してどのように位置づけることができるか。 
HV と比べて EV は、すべての駆動力を電池からの電力で賄い、従来車において基幹技術に
位置づけられるエンジンを搭載しないことが大きく異なる。このため EV は、電池や電気モ
ーターを外部から調達することでその開発と生産が可能なモジュラー型製品とみることがで
きるという主張があることを、第 2 章で示した。しかし、本稿では、EV も HV と同様に、
その開発には高度な調整プロセスが必要となるインテグラル型製品と位置づける。 
ただし、HV 用と比較して大容量となる EV 用電池は、EV の性能を左右する重要な構成コ
ンポーネントであり、電池技術は自動車メーカーが保有していない技術である。また EV 全
体に占める電池コストの割合が増加する。このため電池コストの低減の必要性が極めて高い。
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2-3 EV 開発におけるトヨタの戦略 
EV および電池のアーキテクチャと企業間関係の観点から、EV 開発におけるトヨタの戦略
を考察すると次の点が指摘できる。 
トヨタの EV開発では、テスラとの協業による EV開発とともに、独自の EV開発として「eQ」




発を行っている。これは、第 1 章でみたトヨタやホンダの HV 開発の方式、第 2 章でみた日
産や三菱の EV 開発の方式と同一である。 
一方、テスラとの協業による「RAV4 EV」では、電池パックをテスラからブラックボック













となる可能性は遠のいた。しかし、インテグラル型 EV には LG 化学が主導するクロー
ズド・モジュラー型の電池を使用した、相対的に統合度の低いものも存在する。 
本稿第 2 章で指摘するように、EV では電池の性能が EV 性能を左右する。このため、EV
用電池の採用には、独立した電池メーカーからの調達によりコスト低減を進める方式が広が
り、この種の EV が破壊的イノベーションとなる可能性が残されている。その場合は自
                                                   
110 クリステンセン（2001）296 ページ。 






































































補節 HV/EV 開発におけるネットワーク構造 
補-1 ネットワークと企業間関係 
















トヨタの場合、パナソニックや PEVE が代表例である。PEVE とトヨタは、HV の実績拡
大にともなって、その関係が強固になり、PEVE におけるトヨタの出資比率は増加している。
また、PEVE にともに出資するパナソニックとトヨタの関係も次第に強い紐帯で結ばれる関
係になっている。さらにトヨタは、EV や HV の開発で新たに採用するリチウムイオン電池の
採用においても、パナソニックグループからの電池調達を進めている。2010 年以降に実用化
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一方、本稿第 2 章で論じたように、EV 電池市場では、HV とは異なり韓国電池メーカーが、
パナソニックなど国内電池メーカーとは異なる取り組みを行っている。LG 化学は、すでに
GM やその他の自動車メーカーへの自動車メーカーへの電池供給を行っており、GM が LG
化学と資本関係などの強固な関係は築いていない。また、LG 化学がこれまでに GM のサプ











欧米企業による HV 展開が国内メーカーと比べて相対的に遅れる結果となった。 
HV における競争優位はトヨタだけでなく、同じくスモールワールドネットワークを構成
する日本の自動車産業では、日産、ホンダにも同様にそのメリットが発揮されている。いず
れも欧米メーカーと比べて相対的に早期の HV 展開とその市場シェアの獲得が実現している。 
ただ、サプライヤーシステムが構造的にもっている構造的空隙とそれによるスモールワー
ルドネットワークの優位性は、一面では欠点にもなりうる。 































第 2 章および第 3 章で示したように、EV では、韓国電池メーカーが日本電池メーカーと
は異なるアプローチをとっている。 










GM が LG 化学からの電池調達に至った過程では、多くの電池メーカーの技術を比較検討
している。この段階で GM は搭載する電池パックの技術を電池メーカー側に依存している。






























































このため、本稿では 1997 年以降に実用化が進展した HV における開発・生産体制、つい
で 2009 年以降実用化が開始された EV において特に欧米企業が採用している開発・生産体
制、そして 2010 年にトヨタが開始したテスラとの協業の 3 つのパターンを比較分析し、そ
の特徴と違いを明らかにした。第一の課題について、３パターンの企業間関係を、製品アー
キテクチャおよび知識ベースの企業間関係で検討すると次の点が指摘できた。 



























図表 26 HV/EV における企業間関係の３パターン 





















































トヨタの戦略は、HV を基軸としつつも、２つの異なるアプローチでの EV 開発を手掛け、
相応のウェイト付けをしながら製品ポートフォリオを分厚くもとうとするものであり、統合
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